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イ 工事実績 施設整備に携わる入札参加
企業又は入札参加グループの構成員及び
協力会社は、昭和60年度以降に元請とし
て、次のÞ）に示す工事を施工した実績
を有すること（平成22年３月31日までに
完了の工事を含む。共同企業体の構成員
としての実績は、出資比率が20％以上の
場合のものに限る。）。ただし、当該施設
整備を複数の建設企業が共同して行う場
合は、そのうち一者がÞ）に示す工事を
有し、その他の者はß）の施工実績を有
すること。
Þ）深さ概ね200ｍ以上、内径概ね４ｍ
以上の立坑掘削工事

ß）深さ概ね100ｍ以上、内径概ね４ｍ
以上の立坑掘削工事

ウ 配置予定技術者
ａ 資格 資格はÞ）及びß）に該当す
ること。
Þ）入札参加企業又は入札参加グルー
プとして専任で１名配置できるこ
と。

ß）一級土木施工管理技士又は技術士
（建設部門）で監理技術者資格者証
の交付を受けている者であること。

ｂ 工事経験 昭和60年度以降に元請と
して、概ね200ｍ以上の深度、内径概
ね４ｍ以上の立坑掘削工事の経験を有
すること（平成22年３月31日までに完
了の工事を含む。共同企業体の構成員
としての経験は、出資比率が20％以上
の場合のものに限る。）。

４ その他
\ 契約の手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

] 入札保証金及び契約保証金
{ 入札保証金 免除。
| 契約保証金 免除。
ただし、履行保証保険契約を締結するも
のとする。詳細は入札説明書による。

^ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。

_ 落札者の選定方法 予定価格の制限の範囲
内で指定する性能等の要求水準を満たしてい
る提案をした入札者の中から総合評価の方法
をもって落札者を選定する。詳細は入札説明
書による。

` 手続における交渉の有無 無。

a 契約書作成の要否 要。

b 本事業に係る業務以外で、本事業に直接関

連する業務に関する他の契約を本事業の契約

の相手方と随意契約により締結する予定の有

無 無。

c 関連情報を入手するための照会窓口 上記

３\に同じ。

d 一般競争参加資格の認定等を受けていない

企業を本事業に係る業務に携わる者とする場

合の参加 上記２]|に掲げる一般競争参加

資格の認定の認定等を受けていない企業も、

上記３_により参加表明書等を提出すること

ができるが、競争に参加するためには、開札

の時において当該企業が資格の認定等を受

け、かつ、入札参加者が競争参加資格の認定

を受けていなければならない。

e 詳細は入札説明書による。

‚ 上記�及び�において、「資本面又は人事
面において関連がある者」とは、次のア又
はイに該当する者をいう。なお、事業者が
各業務における第三者への委託又は下請け
人の使用については、事業契約書（案）に
示す手続きにしたがうこととする。
ア 資本面 当該法人の発行済株式総数の
100分の50を超える普通株式を有し、又
はその出資の総額の100分の50を超える
出資をしている者
イ 人事面 当該法人の代表権を有する役
員を兼ねている者

ƒ 警察当局から、暴力団員が実質的に経営
を支配する業者又はこれに準じるものとし
て、物品の製造等、建設工事及び測量等か
らの排除要請があり、当該状態が継続して
いる者でないこと。

^ 入札参加者及び協力会社の参加資格要件
入札参加企業又は入札参加グループの構成員
及び協力会社のうち施設整備、維持管理及び
研究支援の各業務に当たる者は、それぞれ次
の要件を満たすこと。
なお、参加表明書に記載の企業だけで、下
記要件を全て満たすこと。また、{、|のう
ち、複数の要件を満たす者は当該複数の業務
を実施することができることとし、同一業務
を複数の者で実施する場合もその全ての要件
を全て満たすこと。
{ 施設整備および維持管理にあたる者は、
次の要件を満たすこと。
ア 審査値 施設整備に携わる入札参加企
業又は入札参加グループの構成員及び協
力会社は、機構における土木一式に係る
一般競争参加資格の認定した数値が次の
点以上であること。
土木一式工事 1¶200点
なお、複数の工事を同一の企業が実施
することは差し支えない。
また、各工事を複数の企業が共同して
実施することは差し支えない。ただし、
この場合においては、共同して工事を実
施する全ての入札参加企業又は入札参加
グループの構成員及び協力会社が上記を
満たすものとする。

| 研究支援にあたる者は、次の要件を満た
すこと。
ア 高レベル放射性廃棄物の処分技術に関
する研究開発である地層処分研究開発又
は深地層の科学的研究に係る業務の受託
実績を有し、本件に従事できる研究者ま
たは技術者を配置できること。
イ データ取得に必要な研究坑道内におけ
る作業（坑道壁面調査、ボーリング調査
等）の実績を有し、またボーリング孔を

利用した調査、測定機器の設置、モニタ
リングが実施できる技術および知識を有
していること。

３ 入札手続き等
\ 担当部局 〒319`1184 茨城県那珂郡東海
村村松４番地49 日本原子力研究開発機構
契約部契約第３課 電話 029`282`1122

] 入札説明書等の交付期間、場所及び方法
平成22年７月２日（金）から平成22年９月17

日（金）までの10時から16時
場所は、上記\若しくは下記ＵＲＬにて交
付する。
URL:http://www.jaea.go.jp/02/compe/pfi/

pfi.html

^ 第一次審査資料の提出期間、場所及び方法
平成22年７月２日（金）から平成22年７月

23日（金）までの10時から16時
場所は、上記\に同じ 持参すること。

_ 入札書及び第二次審査資料の提出 平成22

年９月21日（火）16時まで
場所は、上記\へ持参または郵送（書留郵
便に限る。期限までに必着）すること。

` 開札の日時及び場所 平成22年10月26日
（火）13時30分。〒319`1184 茨城県那珂郡
東海村村松４番地49 日本原子力研究開発機
構本部３Ｆ入札室にて実施

５ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity ; Motohisa Muto Director

of Contract Department, Japan Atomic En-

ergy Agency

] Classification of the products to be pro-

cured ; 41, 78

^ Subject matter of the contract : PFI-

based construction, maintenance & care

and research support on the Horonobe URL

project

_ Time-limit for the submission of applica-

tion forms and relevant documents for the

qualification : 16 : 00 23 July 2010

` Time-limit for the submission of tenders :

16 : 00 21 September 2010

a Contact point for tender documentation :

Contract Section 3, Contract Department,

Japan Atomic Energy Agency, 4`49, Mu-

ramatsu Tokai-mura Naka-gun Ibaraki-

ken 319`1184 Japan. TEL 029`282`1122™
˜
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